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資料２
今後の３Ｒのあり方に関する関連情報

１．廃棄物の３Ｒ取組と環境負荷の関係等

○ 廃棄物等の処理の優先順位については、排出抑制を最優先し、発生後の処理についての再

使用、再生利用、熱利用等を優先順位とした循環的な利用を行うべきであることが循環型社

会推進基本法において規定されている。（参考図表 1）
○ このことは、製品生産や廃棄物の処理に伴う資源の滅失、環境への負荷をなるべく抑制す

べきであることに立脚しているものである。（図表 1,2）
○ 国においては、法やガイドラインによる制度として、平成 7 年の容器包装リサイクル法を
はじめ、各種リサイクル法の施行等による仕組みづくりが進められてきている。

現在では、多くの廃棄物の種類に対応したリサイクル制度等が運用されている。

（参考図表 2,3,4）

図表1 各３Ｒの取組と環境負荷抑制等の関係（概念）

製品生産の 製品生産に 廃棄物等の 廃棄物等の 廃棄物等の 廃棄物等の
対応の 素材資源の 係る環境 輸送・洗浄 素材加工に 処分に係る うち可燃物
優先順位 節約 負荷の抑制 等に係る 係る 環境負荷の の熱利用に

環境負荷の 環境負荷の 抑制 よる熱源資
抑制 抑制 源の節約

① 排出抑制 ○ ○ ○ ○ ○

② 再使用 ○ ○ ○ ○

③ 再生利用 ○ ○

④ 熱利用 ○

図表2 ３Ｒ取組と温室効果ガスの排出量の関係
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出典；平成21年版環境白書（環境省）
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２．一般廃棄物

（１）リデュース（排出抑制）について

○ 当県での 1 人 1 日あたりのごみの発生量（排出原単位）は、全国値よりも低く推移しており、
また、平成 15年度以降は減少傾向となっている。（図表 3） 一方で、全国１位の排出原単位は 895
g/人･日（平成 19年度、佐賀県）であり、さらに減少できる余地もある。（参考図表 5）
○ 排出されるごみの組成からは、水分が可燃ごみ中の 4割強と大きなウエイトを占めている。
（図表 4、参考図表 6）
○ 市町でのごみ袋有料化の取組は、導入済み若しくは検討中が 19 市町中 15 市町と増えてきてい
る。（参考図表 7）
○ ごみの減量を含めライフスタイルを変えるきっかけづくりとして、レジ袋削減の取組が 47 都道
府県中 38と進められつつある。（参考図表 8,9,10,11）

図表3 排出原単位（1人1日当たりのごみ排出量）の推移

図表4 ごみの組成について（県内可燃ごみの組成等から推計、排出原単位表示）

600

800

1,000

1,200

1,400
ｇ/人・日

H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

990 1,003
1,038 1,019 1,025 1,031 1,007 1,010 1,004 977

938

1,162 1,159 1,185 1,180 1,166 1,163 1,146 1,131 1,116 1,089
1,033

717 743 752 740 734 738 723 720 720 721 694

780 782 796 806 799 800 791 782 777 766

本県

全国

本県(生活系)

全国(生活系)

0

200

400

600

800

1000

ｇ/人･日

排出時 処分後

可燃（紙布類)
232

可燃(厨芥類) 49

可燃(水分)
303

可燃(その他)
120

不燃ごみ 36

資源ごみ108

粗大ごみ 24

133

直搬ごみ 71

56

136

集団回収 56

1004

678

焼却減量

資源化量

集団回収

最終処分

平成18年度

0

200

400

600

800

1000

ｇ/人･日

排出時 処分後

可燃(紙布類)
198.4

可燃(厨芥類) 34.4

可燃(水分)
303

可燃(その他)
134
不燃ごみ 36

資源ごみ 97
粗大ごみ 13

110

直搬ごみ 61

58

128

集団回収 58

938

642

資源化量

集団回収

最終処分量

焼却減量

平成20年度



- 3 -

（２）リユース（再使用）について

○ 消費者の嗜好や事業者の利便性などから、リターナルびんの利用率は年々減少傾向にある。

（図表 5）
○ びんのリユース以外の取組としてフリーマーケットなど市民活動の開催等があるが、飲料

用容器の規格化やリターナブル容器の使用や義務づけ等のリサイクルより優先させるための

しくみが少ない。（参考図表 2,3（再掲））

図表5 ガラスびんのリユース（リターナルびん）

出典；資源循環ハンドブック2009（経済産業省）

図表6 リユース行動に関するアンケート調査結果

実 施 日；平成 21年 10月 21日～ 23日
実施場所；びわ湖環境ビジネスメッセ 2009会場
設 問；マイはし・バッグ・カップ・ボトル運動について（複数回答可、回収数 106）

①マイはし、②マイバッグ、③マイカップ、④マイボトルを利用している

① ② ③ ④

人数 16 36 8 19
男性

割合 15% 34% 8% 18%
人数 16 42 13 22

女性
割合 15% 40% 12% 21%
人数 32 78 21 41

全体
割合 30% 74% 20% 39%
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（３）マテリアルリサイクル（再生利用）について

○ 各種リサイクル法の施行等により資源化は一定進捗してきているが、ペットボトルに見ら

れるように排出量（回収量・収集量）の減量には繋がっていない。（参考図表 12）
○ 県内では、容器包装リサイクル法に基づく収集区分や収集量はほぼ充足してきており、今

後、同法に基づく資源化量の更なる増量の余地は大きくない。（図表 7）
○ また、容器包装廃棄物の小売店での店頭回収量を見てみると、同廃棄物の市町収集量の約 4
％（総資源化量では約 1 ％）に該当する回収がなされており、行政以外での取組も窺える。
（参考図表 13）

図表7 県内市町の容器包装廃棄物の収集区分（H22.1現在）と資源化量の推移

注）△；合併前の市町によって対応が異なる

市町回収および集団回収による資源化量の推移
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（４）サーマルリサイクル（熱利用）について

○ 一般廃棄物のうち約７割が可燃ごみとして排出されており、現在でも焼却が処理の主力と

なっているが、「滋賀県一般廃棄物処理広域化計画」（H11.3 策定）では、余熱利用も計画の
基本方針の一つとして位置づけている。（参考図表 14）
○ 当県ではごみ処理量当たりの発電量は全国都道府県比較で下位３位となっており、発電面

では遅れている。（図表 8,9）
○ 市町でのごみ処理施設整備に対する国の支援制度では、焼却施設を「ごみ発電施設」や「熱

回収施設」と称し、熱回収効率や発電効率、エネルギー利用に係る CO2 排出量抑制率、延命
化に係る方針策定など、低炭素社会とコストの合理化にも配慮されている施設であることが

要件とされている。（参考図表 15）

図表8 全国の市町村焼却施設の余熱利用の状況（平成20年度末）

図表9 全国の焼却処理量当たりの発電電力量（平成20年度）

出典；一般廃棄物の排出及び処理状況等(平成20年度)について(環境省HP)
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３．産業廃棄物

（１）リデュース（排出抑制）について

○ 平成 20年度の総排出量は、近年の横ばい状況から平成 19年度に比して約 4％の減量（△ 152
千ｔ）であった。（図表 10）
○ これを、製造業は製造品出荷額当たりの排出量、建設業は元請完成工事高当たりの排出量で

見ると、減少傾向であって国の同値との比較において同等若しくはそれ以下となっており、県

内の産業界での排出抑制は進んでいることが窺える。（図表 11）

図表10 産業廃棄物の業種別総排出量の推移

図表11 主な業種の産業廃棄物排出原単位
※
の推移

※ 製造業 ＝総排出量(ｔ) ／ 製造品出荷額(百万円)

建設業 ＝総排出量(ｔ) ／ 元請完成工事高(百万円)
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（２）リユース（再使用）について

○ 循環型社会の形成に向けた産業界の自主的な取組として、(社)日本経済団体連合会の環境

自主行動計画の策定と進行管理（毎年度フォローアップ、公表）があり、2008 年度版では使
用済み部品等のリユースが取組事例として挙げられている。（図表 12,13）
○ 業種別の 3R 取組に係る目標設定を見てみると、再資源化に比して排出抑制や再使用に係
る設定は少ない。（参考図表 18）

図表12 (社)日本経済団体連合会での環境自主行動計画

＜廃棄物対策編＞ ＜循環型社会形成編＞
経団連環境自主 1998年以降、毎年、フォロー 2007年から循環型社会形成編

アップ結果を公表 に名称変更
行動計画発表

（1997年6月） ＜温暖化対策編＞
1998年以降、毎年、フォローアップ結果を公表

図表13 産業界でのリユースの取組事例

【参考3】リユースの取組み事例(個別業種版からの抜粋）

＜2008年版＞
・木製パレット・梱包材や段ボール等の容器に代えて、樹脂製やスチール製等のパレット・
コンテナ ・容器等を開発し、リユース（通い箱方式）
・木製配電線用ドラムを軽量で繰り返し使用できる樹脂性に変更し、リユース（通い方式）
・電力量計・ガスメーターのリユース
・ポンプ、交換装置、通信ケーブル等のリユース
・エンジン組立工程でのシッピングプラグのリユース
・使用済み部品のリユース（自動販売機等）
・中古生産機材設備の導入
・飲食店向け清涼飲料・ビールの瓶・樽のリユース
・航空機タイヤ・航空機窓ガラスの修理によるリユース
・コピー紙の裏紙使用、封筒等の再利用、詰め替え製品の利用
・社内店舗でのプラスチックバッグの辞退、一部社員へのエコバッグの配布等 等

＜2009年版＞
・ガスタービン設備の排気ダクト等に取りつけてある保温材の一部のリユース
・電線包装用木製ドラムを再生・加工し、プランター等にリユース
・電力量計・ガスメーターのリユース
・木製配電線用ドラムを軽量で繰り返し使用できる樹脂性に変更し、リユース
・検査工程の洗浄油をろ過することにより別工程でリユース
・廃プラスチック類を破砕・チップ化して有価物としてリユース
・廃プラスチック類を固定燃料やポリ袋等のプラスチック原料としてのリユース
・廃骨炭の肥料・特殊肥料としてのリユース
・飲食店向け清涼飲料・ビールの瓶・樽のリユース
・航空機タイヤ・航空機窓ガラスの修理によるリユース
・コピー紙の裏紙使用、封筒等の再利用、詰め替え製品の利用 等

出典；環境自主行動計画「循環型社会形成編」2008/2009年度フォローアップ

調査結果（(社)日本経済団体連合会）
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（３）マテリアルリサイクル（再生利用）について

○ 総排出量から資源化（マテリアルリサイクル）された量の割合である再生利用率は平成 20
年度で 46％であるが、有効利用率※では約９割に及んでおり、かつ平成 18年度以降、最終処
分量の下げ止まりの傾向と呼応してほぼ横ばい状態にある。（図表 14,15）

※ 図表 14での、「有効利用された量」／「発生量」× 100％
○ 平成 20 年度の「資源化されない量」24 万ｔを量の多い順に品目別で見ると、今後の可能
性がみられるのは廃プラと木くず程度であり、総体的には今後の更なる資源化の大きな進展

の余地はないことが窺える。（図表 16,参考図表 16）

図表14 資源化されない量・有効利用量の概念図（単位；万ｔ）

図表15 資源化されない量と有効利用率の推移

図表16 品目別の資源化されない量と有効利用量（平成20年度）
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（４）サーマルリサイクル（熱利用）について

○ 全国の廃プラスチック類の資源化動向からは固形燃料（RPF 化）等の熱源としての利用が
進んでおり、県内においても破砕施設の増加や RPF 化施設の設置などから、この傾向は同様
と考えられる。（図表 17,18、参考図表 17）
○ 特に近年は、排出事業者の資源活用意識の向上や原油価格の高騰等を背景とした可燃性廃

棄物の石油代替燃料としての活用が進んでいるものと考えられる。

図表17 全国の廃プラスチック類（産廃）のｻｰﾏﾙﾘｻｲｸﾙ（熱利用焼却＋廃棄物発電＋固形燃料）の推移

出典；プラスチック処理促進協会HP掲載データより作成

図表18 県内排出の廃プラスチック類（産廃）の有効利用率の推移
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